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(57)【要約】
本発明は独立して制御された複数の脚部を有する内視鏡
のクリップに関する。本発明は、独立して作動する複数
の脚部を有するクリップを使用するための方法にも関連
する。本発明のクリップおよび方法は、例えばおよび限
定されるものではないが、内視鏡で裂傷および別の欠陥
を修復するために使われる可能性がある。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
近位端および遠位端を有する外側の管；近位端および遠位端を有する内側の管、および、
前記内側の管の前記遠位端に固定されるエンドキャップからなる押出し管装置；前記内側
の管の前記遠位端の中の留め襟部；各々が近位端および遠位端を有する脚部；前記脚部の
通過を可能にするスロットを有する前記留め襟部の近位に位置する保持具；および、前記
脚部の前記近位端に連結される作動部材からなる装置であって、
そこにおいて、前記脚部は、各々外側に向きタブを有し；配置の前に前記脚部の前記遠位
端を、前記内側の管の前記遠位端であるが前記留め襟部の近位に配置し；前記脚部、前記
作動部材および前記保持具は、前記内側の管内に存在し；そして、前記外側の管および前
記内側の管は、前記脚部の各々の前記作動部材の近位端に連結する分離した制御ケーブル
を通じて独立して各々の脚部を作動させる近位のハンドルに連結される装置。
【請求項２】
請求項１に記載の装置であって、前記脚部の前記遠位端は後端を有するフックからなる装
置。
【請求項３】
請求項１に記載の装置であって、前記フックの前記後端は前記内側の管の範囲内で外側に
曲げられる装置。
【請求項４】
請求項１に記載の装置であって、前記脚部は棘のある固定部材からなる装置。
【請求項５】
請求項１に記載の装置であって、前記作動部材はガイドブロックからなる装置。
【請求項６】
請求項１に記載の装置であって、前記近位のハンドルは前記外側の管とは独立して前記内
側の管を回転させる装置。
【請求項７】
請求項１に記載の装置であって、前記内側の管はコイル状のステンレススチール管からな
る装置。
【請求項８】
請求項１に記載の装置であって、前記留め襟部は前記脚部の通過を可能にするスロットを
さらに備える装置。
【請求項９】
請求項１に記載の装置であって、前記内側の管、前記脚部および前記作動部材は、前記脚
部を連動するため、前記近位のハンドルによって制御される装置。
【請求項１０】
請求項１に記載の装置であって、２つまたはそれ以上の脚部からなる装置。
【請求項１１】
請求項１に記載の装置であって、３つまたはそれ以上の脚部からなる装置。
【請求項１２】
請求項１に記載の装置であって、４つまたはそれ以上の脚部からなる装置。
【請求項１３】
請求項９に記載の装置であって、前記連結された脚部は解放される装置。
【請求項１４】
請求項９に記載の装置であって、前記脚部は、一旦前記脚部が前記装置から延長し、密閉
し係止された位置にあるならは、折ることができ、前記装置から前記脚部を切り離すこと
ができる弱い部分からなる装置。
【請求項１５】
請求項１に記載の装置であって、前記脚部は尖った端部からなる装置。
【請求項１６】
請求項１に記載の装置であって、前記尖った端は、前記脚部が前記装置から延長し、密閉
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し係止された位置にある場合、保護される装置。
【請求項１７】
請求項１に記載の装置であって、前記脚部がばね材料からなる装置。
【請求項１８】
請求項１に記載の装置であって、前記外側の管はその遠位端の方へ向かうコイルからなる
装置。
【請求項１９】
請求項１に記載の装置であって、前記内側の管はその遠位端の方へ向かうコイルからなる
装置。
【請求項２０】
請求項１の装置を用いて材料を内視鏡で結合する方法であって、、そこにおいて、前記結
合は、前記内側の管からの第１の脚部の延長；前記第１の脚部の前記遠位端とターゲット
材との係合；前記内側の管からの第２の脚部の延長；前記第２の脚部の前記遠位端とター
ゲット材との係合；連結された位置への前記脚部の牽引；および、前記装置から前記連結
された位置における前記脚部の解放、からなる方法。
【請求項２１】
請求項２０に記載の方法であって、必要に応じて追加的な脚部の前記延長および前記係合
の反復をさらに含む方法。
【請求項２２】
請求項２０に記載の方法であって、前記延長は、前記脚部の前記近位端に接続された前記
作動部材の摺動によって達成される方法。
【請求項２３】
請求項２０に記載の方法であって、前記係合は、前記ターゲット材を引っかけることによ
って達成される方法。
【請求項２４】
請求項２０に記載の方法であって、前記係合は、前記ターゲット材の固定によって達成さ
れる方法。
【請求項２５】
請求項２０に記載の方法であって、前記牽引は、前記延長され係合された脚部の上での前
記内側の管の摺動によって達成される方法。
【請求項２６】
請求項２０に記載の方法であって、前記脚部は、順番に延長され、係合される方法。
【請求項２７】
請求項２０に記載の方法であって、前記脚部は、同時に延長され、係合される方法。
【請求項２８】
請求項２０に記載の方法であって、前記ターゲット材は組織からなる方法。
【請求項２９】
請求項２０に記載の方法であって、前記ターゲット材は裂傷を囲む方法。
【請求項３０】
請求項２０に記載の方法であって、前記ターゲット材は、裂傷の代替の側面上の組織から
なる方法。
【請求項３１】
請求項２０に記載の方法であって、前記方法は、組織の欠陥を修復するために使用される
方法。
【請求項３２】
請求項２０に記載の方法であって、前記解放ステップは、前記脚部の前記弱い部分で前記
脚部を折る可能性がある前記作動部材を通じた前記脚部への力の適用からなる方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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本発明は、クリップを使用する方法と同様、互いに独立して前進およびに制御される可能
性がある脚部を有する内視鏡クリップに関する。本発明のクリップおよび方法が、例えば
、内視鏡で裂傷または別の欠陥を修復または縫合するために、または、接触は小さい切開
または開口部に限られている別の環境で使われる可能性がある。装置および方法も、組織
または別の材料への接近および固定のために使われる可能性がある。
【背景技術】
【０００２】
より非侵襲的な外科的手技は、患者の外傷を減少させることができ、結果として、病院お
よび医療費と同様に、病院への滞在の長さを減少させる可能性がある。内視鏡による手術
により近年、数多くの外科的手技の侵襲性を減少させる有意な機会が提供された。この種
の手術は、体腔の外観検査および拡大を可能にする器具である内視鏡の使用を含む。内視
鏡は、可撓性、半可撓性または剛性である可能性がある。内視鏡は、胃腸、呼吸および生
殖および尿管の内腔を含む器官を検査するため、例えば口、肛門、膀胱および膣のような
体腔または天然の開口部を通じて器官構造を見るために小さい外科的切開によって挿入さ
れる可能性がある。内視鏡は、洗浄、吸入および、外科的手技が実行される場合の装備品
器具の挿入のための経絡を有する。
外科的手技の間、外科医は、頻繁に裂傷または欠陥を修復または復元する必要があり、ま
たは他の点では、縫合によって組織または別の材料を接近または固定させる必要がある。
しかしながら、内視鏡による技術的な縫合能力は、制限される。この問題に応じて、外科
医は、内視鏡で使用のためにより適切である従来の縫合技術の代替物を求めてきた。これ
らの代替物には、内視鏡のクリップの使用を含む。
内視鏡のクリップの使用が内視鏡の端での縫合と関連したいくつかの問題を軽減した一方
、それらの設計および使用の改良の余地は、なお存在する。例えば、現在使われるように
、クリップの「脚部」はそれらの近接端部で結合される。この構造は、脚部の遠位端がそ
れらの間で固定された距離および関係を有することを必要とする。これらの固定された関
係は、特定の裂傷または欠陥または治療を必要とする別の領域に関係してクリップを適切
に配置する外科医の能力を制限する。例えば、これらのクリップは、特定のカーブまたは
角度を有する裂傷または欠陥を対象にすることができず、より大きい裂傷または欠陥の幅
にわたることができない。さらに、脚部の近端部が結合されるので、外科医は、第２の脚
部の位置決めに影響を及ぼさずにクリップの１つの脚部の位置決めを調整することができ
ない。それがカニューレの作用している顎板の範囲内で配置される場合、クリップが適切
に向きを定められない、または、クリップは適用の間配列からずれる可能性があるので、
位置決めもまた、制限される可能性がある。最後に、現在使用されているクリップの脚部
は、固定されると同時に作動しなければならない。不均衡な圧力が固定の間に脚部に適用
される場合、脚部の剪断が起こり、さらなる組織の損傷が起こる可能性がある。
【発明の開示】
【０００３】
本発明は、現在使用されている内視鏡のクリップと関連して記載された多く問題を解決す
る。本発明は、それらの近端部で結合されない独立して制御された脚部を有する内視鏡の
クリップを提供することによってこれらの問題を解決する可能性がある。
本発明の一実施例は、以下の構成からなる装置である可能性がある：近端部および遠位端
部を有する外側の管；近端部および遠位端部を有する内側の管、および、内側の管の遠位
端に固定されるエンドキャップからなる押出し管装置；内側の管の遠位端の内部の留め襟
部；各々の近端部および遠位端部を有する脚部；脚部の通過を可能にするスロットを有し
て、留め襟部の近位に位置する保持具；および脚部の近端部に連結される作動部材。各々
の脚部は、外側に向きを定められたタブを有してもよい。配置の前に、脚部の遠位端は、
内側の管の遠位端で留め襟部に最も近く位置する可能性がある。脚部、作動部材および保
持具は、内側の管の範囲内に存在してもよい。外管および内側の管は、各々の脚部の作動
部材の近端部に連結される別々のコントロールケーブルを通じて独立して各々の脚部を作
動させる可能性がある近位のハンドルに連結される可能性がある。脚部の遠位端は、後端
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を有するフックからなる可能性がある。脚部またはフックは、針毛突起を有する可能性が
ある。脚部またはフックは、尖った端を有する可能性がある。この尖った端は、脚部が装
置から延長された場合に保護され、密閉して係止された位置にある可能性がある。フック
の後端は、内側の管の範囲内で外側に角度をつけられる可能性がある。
本発明の実施例において、作動部材はガイドブロックであってもよい。加えて、近位のハ
ンドルは、外側の管とは独立して内側の管を回転させる可能性がある。ハンドルはまた、
内側の管および脚部の作動部材を制御する可能性がある。留め襟部は、脚部の通過を可能
にするスロットを有する可能性がある。装置は、２、３、４、またはそれ以上の脚部から
構成される可能性がある。
装置は、本発明の脚部を連結するために使用され、連結された脚部は解放される可能性が
ある。脚部が内視鏡装置から延長され、密閉して係止された位置にあるならば、脚部は折
ることができ、装置から脚部を分離することができる弱い部分を有する可能性がある。
内側の管は、巻きつけられたステンレススチール管であってもよい。脚部は、ばね材料か
ら作成される可能性がある。外側および／または内側の管は、それらの遠位端部の方へコ
イルを有する可能性がある。コントロールケーブルは、特定の実施例において、約．５０
ｍｍの直径を有する可能性がある。外側の管は、特定の実施例において、約２．５ｍｍの
外径を有する可能性がある。外側の管は、特定の実施例において、約２．０ｍｍの内径を
有する可能性がある。内側の管は、特定の実施例において、約１．５ｍｍの内径を有する
可能性がある。脚部は、特定の実施例において、硬化する前に約０．２５ｍｍの直径を有
するワイヤが形成される可能性がある。
本発明はさらに、ターゲット材を内視鏡で結合するための上記の装置を使用する方法から
構成される。この方法は、前記内側の管からの第１の脚部の延長；前記第１の脚部の前記
遠位端とターゲット材との係合；前記内側の管から第２の脚部の延長；前記第２の脚部の
前記遠位端とターゲット材との係合；前記脚部の連結された位置への同時的な引張り；お
よび、前記装置から前記連結された位置における前記脚部の解放；からなる。方法はさら
に、必要に応じた追加的な脚部の前記延長および前記係合の反復からなる。延長および脚
部の係合は、脚部の近端部に連結される作動部材を摺動させることによって完成すること
ができる。係合ステップは、引掛けおよび／または固定によってさらに完成される可能性
がある。引張りステップは、延長され係合された脚部上に内側の管を摺動させることによ
って完成される可能性がある。脚部の延長および係合が順番に起こるように記載される一
方で、脚部の延長および係合は、同時に起こる可能性がある。解放ステップは、作動部材
を通じて、脚部の弱い部分で脚部を壊す可能性がある力を脚部に適用することからなる可
能性がある。
方法によって結合されるターゲット材料は、例えば、限定されるものではないが、組織、
裂傷を囲む組織、裂傷および／または組織欠陥の代替の側面上の組織を含む可能性がある
。方法は、例えば、限定されるものではないが、組織の欠陥を修復する、組織の裂傷を修
復する、組織または相接の組織を固定する、または、組織または別の材料を固定させるた
めに使われる可能性がある。
【具体例の詳細な説明】
【０００４】
本発明は、それらが変化する可能性があるので本願明細書において記載される特定の方法
論、化合物、材料、製造法、使用および適用に限られていないと理解される。本願明細書
において用いられる専門用語が、具体例だけを記載するために使われ、本発明の範囲を制
限する意図を有しないともまた理解される。本願明細書および添付の請求の範囲において
使われる単数形「ａ」、「ａｎ」および「ｔｈｅ」は、文脈で別に明確に命ずる場合以外
では複数形も含むことに留意しなければならない。したがって、例えば、「脚部」または
「クリップ」に対する参照は、１つまたはそれ以上の脚部またはクリップに対する参照で
あり、当業者に公知であるその同等物を含む。
別途定義されない限り、本願明細書において用いられるすべての技術的なおよび科学的な
用語は、一般に本発明が属している技術の当業者によって理解されるものと同じ意味を有



(6) JP 2008-514244 A 2008.5.8

10

20

30

40

50

する。特定の方法、装置および材料が記載されるが、本願明細書において記載されるもの
と等しいまたは類似したいかなる方法および材料も、本発明の実行またはテストにおいて
使われることができる。
本願明細書において使われる用語「患者」は、ありとあらゆる生命体から構成され、「患
者」は、人間または他のいかなる動物にも関連する可能性がある。
以下の説明において、例えば「遠位端の」および「近位の」というような方向の用語は互
いに関連して使用され、外部の座標系と関連した位置決めまたは配向に関連しない。また
「係止」および「連結」は、意味において同一空間に広がる。
「内視鏡」または「内視鏡による」という用語は、従来の内視鏡および内視鏡による手順
に関するのみでなく、接触が小さい切開または開口部に限られている視覚検査に用いられ
る剛性、半剛性または可撓性の光学器具にも関連する。一般に、このような検査は人間の
体に対して実施されるが、用語の使用はそれほど限定されない。内視鏡および内視鏡によ
る手順に対する参照は、小さい開口部を通じた無生物体の検査と同じく、生死にかかわら
ずすべての生命体の手順を含むこともまた理解されなければならない。内視鏡および内視
鏡による手順は、腹腔鏡装置および腹腔鏡手順を含むこともまた理解されなければならな
い。用語「内視鏡」はまた、例えば装置の先端部で超音波トランスデューサを含む可能性
があるエコー内視鏡を含む。
用語「材料」は、本発明の脚部によって係合される基板に関する。多くの場合、係合され
る材料は体内の組織であるが、用語の使用はそれほど制限されない。
用語「結合または結合する」は、本発明の脚部によって係合される、引っかけられる、ま
たは貫通される可能性がある裂傷またはいかなる材料の欠陥の修復を含み、健常な組織ま
たは別の材料の不完全な組織または別の材料の領域への移植と同じく、内視鏡による手順
において、従来の縫合またはステープル留めによって生じるものに類似した裂傷または別
の欠陥の閉鎖、および、組織または別の材料の並置を特に含む。この用語はまた、例えば
、限定されるものではないが、中空または固体の臓器、脈管、血管または軟組織構造の壁
のような、内視鏡で接近することができる組織の１つまたはそれ以上の層の横断および／
または固定を含む。
【０００５】
図１から図１１までの図は、本発明の典型的な装置および方法を表す。これらの装置およ
び方法は、よりよく発明を説明するため、本願明細書において表されかつ記載される。示
される装置および方法は例示的なもののみであり、別の構造、サイズおよびスタイルの装
置は本発明の範囲内であると理解される。
図を参照すると、図１は、前進する２つの脚部７０を有する本発明の装置の遠位端の等角
図を表す。脚部７０は、外側の管４０の遠位端から突き出て示される。図１の図示された
実施例において、脚部７０はそれらの遠位端上でフックを有する。本発明の他の実施例に
おいて、遠位端の部分または脚部の先端部上の棘のある固定部材と同様に脚部７０はそれ
らの遠位端上にフックを含む可能性がある。本発明の他の実施例において、複数の棘のあ
る固定部材と同様に脚部７０はそれらの遠位端の部分または端上にフックを含む可能性が
ある。本発明の他の実施例において、脚部７０はそれらの遠位端上のフックが欠如して、
その代わりに脚部の遠位端上に１つまたはそれ以上の棘のある固定部材を有する可能性が
ある。提供された装置内の脚部７０は、上記のフックおよび棘のある固定部材構造のいか
なる組合せも有する可能性がある。例えば一実施例において、すべての脚部７０は、同じ
構造を有する可能性がある。他の一実施例において、装置内の脚部７０は、異なる構造を
有する可能性がある。
装置の脚部７０に加えて、図１は外側の管４０の近位端から延長している２つのコントロ
ールケーブル５０を表す。外側の管４０は、装置の全長を延長する可能性がある。コント
ロールケーブル５０は、ハンドピース（図示せず）における制御装置に近位端で連結され
る、または、接続可能である。外側の管４０もまた、その近位端上のハンドピースに連結
される、または、接続可能である。
図２は、本発明の特定の実施例の縦の断面図である。この図は、すべて外側の管４０内で
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位置する内側の管２０内にある本発明の脚部７０の近位端に取り付けられる作動部材（こ
の図ではガイドブロック６０）に連結されるコントロールケーブル５０を示す。内側の管
２０もまた、留め襟部１００の近位端に接触するその遠位端に連結される端の取付け部３
０を有する。内側の管２０および端の取付け部３０は、クリップの配置の間、留め襟部１
００を前進させる押出し管装置（図５において１０とされる）一緒に形成する。この構成
において、装置は内視鏡の作業経絡で供給される可能性がある。コントロールケーブル５
０は、内側の管２０によって提供される支持によって、ある程度ガイドブロック６０に軸
方向の張力または圧縮を送ることができる。
図３は、本発明の装置の特定の実施例の縦の断面図である。１つの脚部７０は十分に前進
するように表される一方、第２の脚部７０は部分的に前進するように表される。図３はま
た、外側の管４０を示す。この図において表される実施例が２つの脚部７０を表す一方、
本発明の装置はこの実施例に限られない。本発明の他の実施例において、装置は２つまた
はそれ以上の脚部７０を有する可能性がある。他の一実施例において、本発明の装置は、
３つ以上の脚部７０を有する可能性がある。他の一実施例において、本発明の装置は、４
つ以上の脚部７０を有する可能性がある。本発明の実施例において、すべての脚部７０は
、装置の遠位端で位置する可能性がある。本実施例において、ガイドブロック６０は、２
つの脚部７０がある場合半分のシリンダであり、３つの脚部７０がある場合三分の一のシ
リンダであり、４つの脚部７０がある場合、四分の一のシリンダその他である可能性があ
る。ガイドブロック６０の各々の部分がその近位端に取り付けられるコントロールケーブ
ル５０を有してもよいと考えられる。本発明の他の実施例において、脚部７０は２つの対
に分類される可能性があり、第１の対は最も遠位に配置され、第２の対は第１の対のガイ
ドブロック６０の近位に配置され、第３の対は第２の対のガイドブロック６０の近位およ
びその他に配置される。本実施例において、各々の脚部７０の対は、半分のシリンダ・ガ
イドブロックを有し、コントロールケーブル５０は、連続した脚部７０の対を許容するた
めに内側の管２０の外側の外周に沿って移動するように構成される可能性がある。
２つの脚部７０が本発明の実施例に含まれる、または、脚部７０が対として含まれる場合
、ガイドブロック６０は、装置の縦の軸と関連して、軸方向に摺動する可能性がある半分
のシリンダであってもよい。ガイドブロック６０は、内側の管２０内で互いに面する平面
側面を有する可能性がある。ガイドブロック６０の長さは設定されているので、ガイドブ
ロック６０の最大の相対的な移動は、ガイドブロック６０の長さより少ない。この構成に
おいて、ガイドブロック６０はそれらの表面に沿って組み合わせられたままである可能性
がある。
【０００６】
図４は、十分に前進し、ロックがかかってない構造の２つの脚部７０を表す。図４はまた
、脚部７０の近位端に取り付けられるガイドブロック６０、その全長にわたる溝を有する
円柱状の形状のエラストマ部分に保持具１１０、および、装置の遠位端において入れ子に
なっているスロットを有する管状のリングである可能性がある留め襟部１００を示す。留
め襟部１００のスロットは、クリップ配置の間、脚部７０の通過を可能にする。図４はま
た、本発明の脚部７０に提供される可能性があるタブ１２０を示す。脚部７０が前進およ
び係合するならば、本発明の留め襟部１００は、留め襟部１００がこれらのタブ１２０と
接触するまでエンドキャップ３０によって前進する可能性がある。図４はまた、外側の管
４０およびコントロールケーブル５０を表す。
図５は、本発明の装置の特定の実施例の縦の断面図である。この図において、２つの脚部
７０は前進し、留め襟部１００もまた係止された位置に脚部を導くために前進した。押出
し管装置１０（内側の管２０およびエンドキャップ３０で構成される）は、脚部７０の遠
位端の方へ、留め襟部１００を押す。留め襟部１００の前進は、図５に示すように連結位
置に一緒に脚部７０を導く可能性がある。脚部７０が適切に配置される場合、留め襟部１
００によって係止位置に引かれるならば、それらは一般に、例えば裂傷または欠陥の側面
を一緒に引く。図５はまた、外側の管４０、コントロールケーブル５０、ガイドブロック
６０および保持具１１０を表す。
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図６は、その係止位置のクリップの至近距離からの縦の断面図である。この図は、それら
が留め襟部１００の前進によって脚部７０上のタブ１２０に一緒に引かれた後のクリップ
の脚部７０を表す。この図はまた、保持具１１０と同様に脚部７０の湾曲する領域９０を
受け入れる留め襟部１００のスロット１０５を表す。
図７は、本発明の典型的な脚部７０の詳細な平面図である。この例では、脚部７０はその
遠位端上のフック、タブ１２０および脚部９０の湾曲した領域を含む。一実施例において
、脚部７０の湾曲する領域９０は、弱い領域８０を含む可能性がある。弱い領域８０の湾
曲した領域９０の範囲内の応力は、脚部７０の湾曲した領域９０の偏心の負荷によって生
じる屈曲瞬間までに強められる可能性がある。図８は、弱い領域８０のさらに詳細を表す
。
図９は、本発明の脚部７０の通過を可能にするスロット１０５を有する典型的な留め襟部
１００の詳細な等角図である。
図１０は、保持具の長さにわたる溝１１５を示す典型的な保持具１１０の詳細な等角図で
ある。
図１１は、フックおよび棘のある固定部材１３５を有する典型的な脚部７０である。棘の
ある固定部材１３５は、本実施例において示されるように脚部７０の遠位端でフックの終
端に配置される。棘のある固定部材１３５は、組織または別の材料の係合の保護を改善す
るために含まれる可能性がある。例えば、材料と係合されるならば、このような解放が導
かれないまたは意図されない場合、脚部７０は分離されることができる。棘のある固定部
材１３５に関しては、しかしながら、棘のある固定部材１３５が組織または別の材料をさ
らに保つために役に立つ可能性があるので、脚部７０の分離は起こりそうもない。
本発明の装置は、例えば、縫合、ステープル留め、または、組織または別の材料並置のよ
うな人体組織または別の材料の内視鏡での結合が適切であるような特に広い種類の用途に
おいて使われる可能性がある。体内で使われる場合、本発明の装置は、例えば、限定され
るものではないが、怪我、疾患または外科的切開により起こる軟組織の不必要な分離を結
合するために使われる可能性がある。本発明の装置および方法は、結合、または、例えば
、不完全な組織または別の材料の領域上へ健康な組織または別の材料を移植する際に使わ
れる可能性がある。また、本発明の装置および方法は、体内で組織または別の材料を接近
させるおよび／または固定させるために使用される可能性がある。さらに、装置は、例え
ば、内視鏡で近づくことができる、例えばおよび限定されるものではないが、中空のまた
は固体の臓器、脈管、血管または軟組織構造の壁のような組織の１つまたはそれ以上の層
を横断および／または固定するように結合するために使用する可能性がある。本発明の装
置は、周知の装置に様々な利点を提供する可能性がある。例えば、脚部７０の独立した性
質は、互いに干渉せずに配置および係合することを可能にし、また、脚部が組織または別
の材料のより大きな幅全体に達することを可能にする。したがって、以前に可能であった
よりも、大きい裂傷または欠陥を閉じる。脚部７０の独立した性質はまた、内視鏡の手順
の間、より良好な位置決めを可能にすることができる。最後に、様々な脚部７０の構造は
、より安全に提供された裂傷または欠陥に対処し、保持する構造を外科医が選択すること
を可能にする可能性がある。
使用中に、本発明の装置は、内視鏡の作業経絡で供給される可能性がある。装置が内視鏡
で配置されるならば、それは裂傷または別の欠陥の近くに配置される可能性がある。裂傷
または欠陥のまわりの位置決めは、ハンドピースの制御による裂傷または欠陥の配向によ
って、脚部７０を整列配置するために内側の管２０を回転させることによって改善される
可能性がある。位置決めが完了したならば、脚部７０は、裂傷または欠陥の一方の側に組
織または別の材料を係合するため、そのコントロールケーブル５０およびガイドブロック
６０の操作によって前進され、操作される可能性がある。例えば、フック構造が使用され
る場合、組織または別の材料は第１の脚部によって引っ掛けられる可能性がある。第２の
脚部７０はそれから、裂傷または欠陥を囲む組織または別の材料の異なる断片を係合する
ため、そのコントロールケーブル５０およびガイドブロック６０で前進され、操作される
可能性がある。第１の脚部の拡張部分と関連する第２の脚部の拡張部分の量は、調節可能
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である可能性がある。本発明の装置のこの特徴は、装置が様々なサイズ、形状および配向
の裂傷また欠陥に対処することを可能にする。追加的な脚部７０は、裂傷または欠陥に対
処することが必要であると、前進を継続することができる。本発明の一般の使用が、順番
に装置の脚部７０を延長および係合する観点から記載される一方、脚部７０は（ｉ）同時
に進み、順番に組織または別の材料と係合する、（ｉｉ）順番に進んで、同時に係合する
、または（ｉｉｉ）同時に進んで、係合することも考えられる。
【０００７】
十分な数の脚部が前進し、裂傷または欠陥を囲んでいる組織または別の材料によって係合
するならば、各々の脚部および組織または別の材料の間の係合の質は、各々のコントロー
ルケーブル５０を引くことにより軽い力を各々の脚部に適用することによって、検査され
る可能性がある。組織または別の材料内での脚部の固定で満たされるならば、押出し管装
置１０（内側の管２０およびエンドキャップ３０）は、留め襟部１００が脚部７０上のタ
ブ１２０に接触するまで前方へ留め襟部１００を押す可能性がある。留め襟部１００の前
進は、配置された脚部７０の後部を密閉し係止された位置に一緒に引く可能性があり、し
たがって、裂傷または別の欠陥を囲む組織または別の材料の様々な区域を並置するように
引く。必要であるならば、留め襟部１００も解放される可能性がある。例えば、配置され
た脚部の１つまたはそれ以上が十分に配置されない、または組織または別の材料から除去
または分離される場合、襟部１００は解放され、脚部または複数の脚部は別の場所に移さ
れる、および／または、組織または別の材料と再係合する。
留め襟部１００の前進が、密閉した係止された位置に、脚部７０を引き、したがって、裂
傷または欠陥の閉止または組織または別の材料を並置させる場合、脚部７０は、作動クリ
ップを内視鏡装置から解放するために分解される可能性がある。脚部７０は、張力の不意
の損失が検出されるまで、増加する負荷をコントロールケーブル５０に適用することによ
って、湾曲する領域９０の弱められた領域８０で壊れる可能性がある。作動位置で、フッ
ク・タブ１２０が押出し管装置１０に当接するので、分解の間、脚部７０に配置されるす
べての力は装置に吸収されなければならず、有意な力がクリップを囲む組織または別の材
料に送られてはならない。内視鏡装置からの分離後、クリップが適所に存在したままであ
る一方、内視鏡は除去される可能性がある。このように、本発明の装置は、従来の縫合ま
たはステープル留めによって生じるものと類似した裂傷または別の欠陥の閉止および組織
または別の材料の並置に効果的に導く可能性がある。
本発明の実施例は、外側の管４０から独立して内側の管２０を回転、延長、および、収縮
させるのと同じく、独立した脚部７０の拡張および収縮を制御する近位のハンドルによっ
て構成され、制御される可能性がある。本発明の実施例において、装置の近位のハンドル
は、内視鏡またはエコー内視鏡の吸気ポートに連結または接続可能である。例えば、この
ような内視鏡の例は、米国特許Ｎｏ．６，６３８，２１３；Ｎｏ．６，６１４，５９５；
および６，５２０，９０８において明らかである。他の一実施例において、本発明の装置
の近位のハンドルはねじ込まれ、このことにより、ルアーロック機構を使用して内視鏡の
計装経絡の吸気ポートに安全に固定される可能性がある。
本発明のコントロールケーブル５０は、本発明の内側の管２０内に収容される可能性があ
る。これらのコントロールケーブル５０は、独立して本発明の脚部７０の拡張および収縮
を制御する可能性がある。本発明の実施例において、コントロールケーブル５０は屈曲す
る際可撓性である可能性がある。他の実施例において、コントロールケーブル５０は金属
ケーブルである可能性がある。他の実施例において、本発明のコントロールケーブル５０
は、固体のステンレススチール・ワイヤである可能性がある。他の実施例において、コン
トロールケーブル５０は約０．５０ｍｍの直径を有する可能性がある。さらに、本発明の
実施例において、コントロールケーブル５０は内側の管２０の近接した中心部を通じて近
位のハンドルに移動する可能性がある。他の実施例において、コントロールケーブル５０
は内側の管２０の外側の外周の方へ近位のハンドルに移動する可能性がある。コントロー
ルケーブル５０は、近位のハンドルに連結または接続可能である。
【０００８】
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本発明の外側の管４０は、いくつかの機能を供給する可能性がある。装置自体を保護する
のと同様に、それは本発明の装置から内視鏡の計装経絡を保護する可能性がある。外側の
管４０は装置を補強し、さらに、装置が内視鏡において提供される通路を越えて移動した
後でさえ、装置を適切にガイドし、配置するのに役立つ。外側の管４０もまた、組織貫通
管を膨張または拡大するために役に立つ可能性がある。本発明の実施例において、外側の
管４０は本発明の残りの装置と分離している可能性がある。したがって、本実施例におい
て、外側の管４０は残りの装置と独立して移動する可能性がある。本発明の他の実施例に
おいて、外側の管４０は貫通できない材料でできている。本発明の他の実施例において、
外側の管は可撓性のプラスチック管である可能性がある。本発明の他の実施例において、
外側の管４０の外径は、内視鏡の作業経絡の大部分に容易に挿入するのを可能にする適切
なサイズである可能性がある。本発明の他の実施例において、外側の管４０の外径は、約
２．５ｍｍである可能性がある。他の実施例において、外側の管４０の内径は、約２．０
ｍｍである可能性がある。外側の管４０は、近位のハンドルに連結または接続可能である
。
本発明の押出し管装置１０は、内側の管２０の遠位端に適合および固定されるエンドキャ
ップ３０と同様に、外側の管４０内で存在する内側の管２０から構成される可能性がある
。この押出し管装置１０は、多くの内視鏡の付属品において使用されるものに類似してい
る可能性がある。本発明の実施例において、押出し管装置１０は、可撓性であるが、外側
の管４０において抑制される場合、軸方向の圧縮荷重を支持することが可能である。本発
明の他の実施例において、内側の管２０は巻きつけられたステンレススチール管から構成
される可能性がある。本発明の他の実施例において、押出し管装置１０は、約１．６５ｍ
ｍの外径を有する可能性がある。本発明の他の実施例において、押出し管装置１０は、約
１．５２ｍｍの内径を有する可能性がある。押出し管装置１０の内側の管２０は、近位の
ハンドルに連結または接続可能である。
結紮クリップは一般に、対称形のまたは非対称のクリップとしてそれらの幾何学的構造に
したがって分類される。対称形のクリップは、クリップの脚部の間で延長する中央の縦軸
の周りで本質的に対称である一般に「Ｕ」または「Ｖ」型のクリップである。対照的に、
非対称のクリップは対称軸を有しない。本発明のクリップの脚部７０がそれらの近位端で
結合されないので、本発明のクリップは、使用中に対称であるまたは非対称であることが
できる。本発明の脚部７０のこの特徴は、クリップが様々な形状、サイズおよび配向の裂
傷または別の欠陥に対処するのを可能にする。
一実施例において、本発明の脚部７０が棘のある固定部材１３５を含む場合、棘のある固
定部材１３５は先細の円錐形の先端部を含む可能性がある。他の実施例において、棘のあ
る固定部材１３５は、固定形状に膨張する前に、膨張前の形状において組織または別の材
料の１つまたはそれ以上の層を貫通する可能性がある。
本発明のクリップは、従来の製造方法を用いていかなる材料でも作成することができる。
例えば、本発明で使われる材料は、例えば、ステンレススチールおよび鋼鉄の別の外科用
合金と同様に、様々な金属、プラスチック、エラストマおよび生体吸収性の重合体の材料
のような従来の生物学的適合性材料を含む可能性がある。一般に、このような結果を望ま
ない限り、アレルギ反応または炎症をおそらく引き起こす材料の使用を回避することは、
大切である。本発明で使われる可能性がある生体吸収性の重合体の材料の例は、例えばお
よび限定されるものではないが、グリコリドのホモポリマおよびコポリマ、ラクチド、お
よび、パラジオキサノン、トリメチレン炭酸塩およびエプシロン・カプロラクトンを含む
。生体吸収性の重合体の材料でできている場合、本発明のクリップは、このようなポリマ
系のために従来使われる工程状態で、適切に設計された鋳型へ溶融された適切なポリマを
注入することによって作成される可能性がある。ポリマ溶融物が冷えた後、クリップの設
計基準を満たすように型において成形されたポリマは型から開放される可能性がある。成
形されたクリップは、それから外科的適用のために適切なクリップを提供するために従来
の方法を使用して滅菌することができる。本発明の実施例において、クリップは、例えば
、ＣＨ９００状態（硬化）の１７‐７ ＰＨのようなばねが硬化したステンレススチール
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でできている可能性がある。本発明の他の実施例において、クリップは、硬化する前に約
０．２５ｍｍの直径を有するワイヤで形成される可能性がある。
本発明の様々な実施例において、クリップの脚部７０は、配置され、係止された位置に引
かれるならば、クリップが内視鏡装置から切り離されるのを可能にする弱い領域８０を有
する可能性がある。本発明の実施例において、弱い領域８０は、脚部ワイヤの直径を減少
することによって作成される可能性がある。他の一実施例において、弱い領域は、コント
ロールケーブル５０および作動部材６０を通じて約１ポンドの張力負荷が脚部７０に適用
される場合、切れるように設計される可能性がある。
本発明の別の実施例および利点は、明細書の考慮および本願明細書において開示される発
明の実行から当業者に明白である。明細書および例は例示的であるものと考慮される意図
を有する。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】前進するクリップの２つの脚部を有する本発明の特定の実施例の遠位端の等角図
である。
【図２】本発明の特定の実施例の遠位端の縦の断面図である。
【図３】１つの脚部が十分に前進し、第２の脚部が部分的に前進した本発明の特定の実施
例の遠位端の縦の断面図である。
【図４】十分に前進する２つの脚部を有する本発明の特定の実施例の縦の断面図である。
【図５】前進する留め襟部を有する本発明の特定の実施例の遠位端の縦の断面図である。
【図６】内視鏡装置から分離後の作動クリップの縦の断面図である。
【図７】典型的な脚部の詳細な平面図である。
【図８】典型的な脚部の弱い部分の詳細である。
【図９】典型的な留め襟部の詳細な等角図である。
【図１０】典型的な保持具の詳細な等角図である。
【図１１】針毛突起を有する典型的なフックの詳細図である。
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